
様式第31号（第１条関係）
　（その１）
農業協同組合（農業協同組合連合会）合併認可申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合併後存続する農業協同組合（農業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協同組合連合会）の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　
　　　農業協同組合（農業協同組合連合会）は、　　農業協同組合（農業協同組合連合会）を合併したいので、農業協同組合法第65条第２項の規定により認可願います。
備考
　１　この申請書は、吸収合併の認可申請の場合に使用すること。
　２　この申請書には、次に掲げる書類を添付すること。
　　(1) 合併の理由を記載した書類及び合併の経過を説明する書類
　　(2) 合併契約書の謄本その他合併に関する覚書等の謄本
　　(3) 合併後存続する農業協同組合（以下「組合」という。）又は農業協同組合連合会（以下「連合会」という。）及び合併によって消滅する組合又は連合会の総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
　　(4) 総代会で合併を議決した組合又は連合会にあっては、農業協同組合法第48条の２第１項の規定による通知の状況を記載した書類
　　(5) 合併の後存続する組合又は連合会及び合併によって消滅する組合又は連合会の合併議決時の財産目録、貸借対照表、損益計算書及び財産異動に関する明細書
　　(6) 合併の当事者のうちに出資組合が含まれているときは、農業協同組合法第65条第４項において準用する同法第49条第２項又は第３項の規定による公告及び催告をしたことを証する書類
　　(7) (6)の公告及び催告に対し異議を述べた債権者があるときは、その者に対し、農業協同組合法第65条第４項において準用する同法第50条第２項の規定による弁済、担保の提供若しくは信託をしたこと、又は合併をしてもその者を害するおそれがないことを証する書類
　　(8) 合併後存続する組合が農業協同組合法第10条第１項第３号の事業を行う場合には、当該組合に関する次に掲げる書類
　　　ア　定款
　　　イ　信用事業規程
　　　ウ　事業計画書
　　　エ　組合員数、出資の総口数及び総額を記載した書類
　　　オ　役員の履歴書
　　　カ　事務所の位置を記載した書類
　　　キ　合併後における単体自己資本比率の見込みを記載した書類
　　　ク　合併後存続する組合が当該合併により子会社対象会社を子会社とする場合には、当該子会社対象会社に関する次に掲げる書類
　　　　(ｱ) 名称及び主たる営業所又は事務所の位置を記載した書類
　　　　(ｲ) 業務の内容を記載した書類
　　　　(ｳ) 最終の貸借対照表、損益計算書及び利益計算書又は損失処理計算書その他最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類
　　　　(ｴ) 役員の役職名及び氏名を記載した書類
　　　ケ　合併後存続する組合が子会社等を有する場合には、当該組合及びその子会社等の収支及び連結自己資本比率の見込みを記載した書類
　　　コ　合併後存続する組合又はその子会社が、当該合併により国内の会社の議決権を合算してその基準議決権数を超えて有することとなる場合には、当該国内の会社の名称及び業務の内容を記載した書類
　３　合併に伴い、合併後存続する組合又は連合会の定款の変更を要するときは、この申請書とともに農業協同組合（農業協同組合連合会）定款変更認可申請書（様式第28号）又は農業協同組合（農業協同組合連合会）定款変更届（様式第37号の５）を提出すること。
　４　様式本文中不要の文字は、抹消すること。

